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第６節 相続時精算課税制度

POINT

◆贈与時に贈与税の負担なく（あるいは少なく）贈与が可能な制

度。なお、贈与財産は特定贈与者の相続発生時に相続財産に加

算し、精算される。

◆父母・祖父母から子・孫への贈与が対象。一度選択するとその

贈与者からの贈与に関しては暦年課税贈与に戻せない。

◆令和６年１月１日以降の贈与より年間１１０万円の基礎控除適用。

◆基礎控除額（年間１１０万円）以下の贈与は暦年課税贈与の生前

贈与７年加算の対象とならない、贈与時の評価額をもって相続

時の評価額とできる、などのメリットがある。

１ 制度の概要

直系尊属（父母、祖父母）から直系卑属（子、孫）に対し、贈与時の税金負担
なく（あるいは少なく）贈与が可能な制度。特定贈与者の死亡時に贈与財産が相
続財産に加算され、相続税計算において精算される。贈与者ごとに暦年課税贈与
に代えて選択可能だが、相続時精算課税制度の適用を行った場合、その贈与者か
らの贈与に関しては暦年課税贈与へ戻せない。
令和6年1月1日以降の相続時精算課税贈与につき、受贈者1人当たり年間110
万円の基礎控除あり（相法21の9、措法70の2の6①）。

２ 適用要件

贈与者 贈与をした年の1月1日において60歳以上1の父母又は祖父母

1 住宅取得等資金の非課税制度（第7節参照）を適用し、かつ相続時精算課税制度を適用する場合
は、60歳未満でも可能（措法70の3）。

2 令和4年3月31日以前の贈与については、「20歳以上」。
3 法人版事業承継税制の特例措置（第10節参照）を適用して非上場株式を贈与により取得する場合
又は個人版事業承継税制を適用して事業用資産を贈与により取得するには、子・孫ではない（推定
相続人以外の）者も可能（措法70の2の7、措法70の2の8）。
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受贈者 贈与を受けた年の1月1日において18歳以上2の子又は孫3

贈与財産 贈与財産の種類、金額、贈与回数に制限はない。

贈与税課税

特別控除額（特定贈与者ごとに累計2，500万円）を超える額に対
し20％の贈与税が課税される。なお、特別控除額は、贈与財産の
価額から基礎控除額（年間110万円）を差し引いた額により算出
する。

３ 税額計算

（1）贈与税額の計算（相法21の10～21の13、相令5の2、措法70の3の2）

（贈与財産の価額…① －基礎控除額（年間110万円）…②－
特別控除額
（累計2，500万円）…③）×20％

〔留意点〕
① 相続時精算課税贈与の贈与者ごとに、その年に受けた贈与の価額を合計す
る。

② 令和5年12月31日以前の贈与については、基礎控除額なし。なお、令和6年
以降に相続時精算課税贈与を複数の特定贈与者から受けた場合は、特定贈与者
ごとの贈与税の課税価格に基づき基礎控除額の110万円を按分する。

③ 以前に特別控除額を適用している場合は、2，500万円から適用額（基礎控除
部分を除く。）を差し引いた残額とする。

（2）贈与税額計算の具体例（令和6年1月1日以降の贈与）
① 父から3，000万円の相続時精算課税贈与

相続時精算課税贈与

3,000万円

3，000万円－110万円（※1）＝2，890万円
（2，890万円－2，500万円（※2））×20％＝78万円
贈与税額：78万円 特別控除額残額：0円
※1 令和5年12月31日以前の贈与の場合、基礎控除額110万円なし。
※2 特別控除適用初年度と仮定。
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トピック

相続対策について

相続対策について相談を受けた場合、個別の事情をヒアリングし、

依頼者のニーズは何かを見定めた上で生前贈与のタックスプラニング

を策定する。

【これが鉄則！生前対策の３本柱】

・遺産分割対策→相続開始後に、もめないための対策

・納税財源対策→相続税の納税資金を確保する対策

・相続税額引下げ対策→相続税額を引き下げるための対策

⑴ 遺産分割対策

【事前対策が望ましい例】

被相続人の状況 想定されるリスク

個人事業を営んでいる 事業の承継者に必要資産が引き継げ
ない、株主総会機能不全等同族法人のオーナー又は役員で

ある

前の配偶者との間に子がある、
婚外子がある

感情的な部分を含め、遺産分割協議
がまとまらない

相続人の状況 想定されるリスク

音信不通の者がいる（特に兄弟
姉妹相続の場合で代襲が発生し
ている場合）

遺産分割協議の開始や連絡に支障を
きたす可能性が高い

意思能力のない者がいる 遺産分割不可となり成年後見人の対
応が必要となるケースも

家族仲が悪い 遺産分割協議がまとまらない

兄弟姉妹間で生前贈与やそれ以
外の待遇（教育費等）に関して
差がある

自分は冷遇されていると感じている
相続人が不満を抱いている可能性

経済的に格差がある
金銭的な価値への執着が強い自
己主張が強い

他の要素と相まって遺産分割協議が
難航する可能性

遺産分割対策の具体例としては次の①から④がある。

① 遺言書の作成
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